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真実かつ公正な概観の遵守状況
―Nobes=Parkerの調査を手がかりとして一一
笹 倉
?
史
1. はじめに
イギリスの会計を研究する者にとって興味のあることの一つに，イギリ
スの会計を特徴づけているとされる「真実かつ公正な概観 (trueand fair 
view)」の概念の遵守状況の問題がある。 この真実かつ公正な概観の概念は，
多くのイギリス連邦国（特に，オーストラリア，ニュージーランド）に広が
っており， また， この概念がヨーロッパ共同体 (EC)の会社法第4次指令
の中に導入された結果として，現在， EC諸国でも同様の規定がその会社法
に導入されている。
本稿は， C.W. Nobes=R. H. Parkerが行った調査に基づいて，この概
念及びその遵守状況を概観することによって，イギリスの会計制度の特徴及
び問題点等を探ることを目的としている心
2. イギリスの会計制度と真実かつ公正な概観
彼らの調査を検討する前に，彼らの調査時点 (1986年）におけるイギリス
の会計制度を簡単に示しておこう。イギリスの会計は，主に，会計基準委員
会 (AccountingStandards Committeeー 以下， ASCと略す）が公表する標準
会計実務書 (Statementsof Standard Accounting Practiceー 以下， SSAPと略
1) C. W. Nobes and R. H. Parker, "'True and Fair': A Survey of Finan-
cial Directors," Journal of Business Finance and Accounting, 18(3), April 
1991. 
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す）と，会社法及びその付則 (Schdule)から規制されている（これ以外にも，
証券取引所上場規定，業種別会計実務勧告書等があげられる）。
ASCは，会計上の概念を定義すること，財務会計及び報告上の取扱い等
にみられる相違を縮小すること， そして公共の利益にそって一般に認めら
れた最善の実務を成文化することを目的とし， その目的の一環として権威
のある意見書等を公表するために， 会計士団体諮問委員会 (theConsultative 
Committee of Accountancy Bodies)によって，設立された団体である鸞
この調査時点までに，多くの SSAPが公表されており， 現在有効なもの
だけでも以下のものがある（最近のものも含んでいる）。
SSAP 1「関連会社の会計 (Accountingfor associated companies)」
SSAP 2「会計方針の開示 (Disclosureof accounting policies)」
SSAP 3「1株当たりの利益 (Earningper share)」
SSAP 4「国庫補助金の会計処理 (Accountingtreatement of goverment grants) 
SSAP 5「付加価値税の会計 (Accountingfor value added tax)」
SSAP 6「異常項目及び過年度損益 (Extraordinaryitems and prior year adjust-
ments)」
SSAP 8「インピュテーションシステムの下での税金の処理 (Treatementof taxa-
tion under the imputation system)」
SSAP 9「棚卸資産及び長期請負契約 (Stocksand long-term contracts)」
SSAP 10「資金計算書 (Statementsof source and application of funds)」
SSAP 12「減価償却の会計 (Accountingfor depreciation)」
SSAP 13「研究開発の会計 (Accountingfor research and development)」
SSAP 14「グループ・アカウンツ (Groupaccounts)」
2) ASCは 1976年から1991年までその活動を行っている。また，会計士団体諮問委
員会 (CCAB)は．ィングランド・ウェールズ勅許会計士協会 (theInstitute of 
Chartered Accountants in England and Walesー ICAEW), スコットランド勅
許会計士協会(theInstitute of Chartered Accountants in Ireland—ICAI), 公
認会計士勅許会計士協会 (theChartered Association of Certified Accountants 
-CACA), 管理会計士勅許協会 (the Chartered Institute of Management 
Accountants-CIMA), 財政•公共会計勅許協会(the Chartered Institute of Public 
Finance and Accountancy—CIRFA) の各団体から構成されており， SSAPはこ
れらの各団体の理事会が承認の上，公表される。
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SSAP 15「繰延税金の会計 (Accountingfor deferred tax)」
SSAP 17「後発事象の会計 (Accountingfor post balance sheet events)」
SSAP 18「偶発事象の会計 (Accountingfor contingencies)」
SSAP 19「投資不動産の会計 (Accountingfor investment properties)」
SSAP 20「外貨換算会計 (Foreigncurrency translation)」
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SSAP 21「リース契約及び買取選択権付きリースの会計(Accountingfor lease and 
hire purchase contracts)」
SSAP 22「のれんの会計 (Accountingfor goodwill)」
SSAP 23「企業取得と合併の会計 (Accountingfor acquisitions and mergers)」
SSAP 24「年金費用の会計 (Accountingfor pension costs)」
一方，会社法による規制は， 2つに分けられる。従来，イギリスは会社法
の中に詳細な会計規定を設けずに，おおまかな会計規定を設けるだけで，会
計専門職団体（前述した ASC等）にその規制を任せるという方法を採用し
てきた。しかし， EC第4次指令を国内法化するにあたって， 1981年に会社
法を大幅に改正することとなり，会社法内に財務諸表の様式，資産評価の基
準等に関する詳細な会計規定が導入されることとなった。会社法付則第4が
それである。
これに対して，大まかな規定は， 1948年に会社法に導入されたもので「会
社の個々の貸借対照表はその会計期末の会社の業務の状態の真実かつ公正な
概観を提供すべきであり，会社の個々の損益計算書は会計期間の損益の真実
かつ公正な概観を提供しなければならない」 (1948年会社法第149条第 1項，
1981年会社法第149条第 2項， 1985年会社法第226条第 2項）と定められ，現
在においても，「真実かつ公正な概観」の提供という最優先の要求として，
法律上の用語として会社法に定着している。また，計算書がこの真実かつ公
正な概観を提供できないなら，個々の会社法の会計規定から離脱することが
要求されている (1985年会社法第228条第 5項）。
この真実かつ公正な概観の概念が会社法に導入されてから40年経過した今
日でも，明確な法律上の定義が行われていない。しかし，種々の文献におい
て，その内容が明らかにされているが，それらをまとめてみると以下のよう
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①真実かつ公正な概観は法律上の概念であって，裁判所にその判断が委ね
られる。
真実かつ公正な概観は法律上の概念であって，それは裁判所によってのみ
権威をもって，そうであるか否かが判断される。
RSSAPに準拠すること（手段）が， 間接的に， 真実かつ公正な概観を
提供すること（目的）になる。
裁判所は，計算書が真実かつ公正な概観を提供しているかについて，専門
識にその判断を求める。裁判官がその計算書を解釈できないというのも消極
的な理由であるが，もっと重要な理由は，計算書かつ公正であるかどうか，
そして計算書に含められるものについての専門職の意見を表明できるのは会
計士だけであるからである。 ただし， この前提にはその読者（ビジネンマ
ン，投資家，銀行家及び会計士）と作成者の期待が合致していることが前提
となる。このために，裁判所は真実かつ公正な概観の証拠として会計士の主
張する SSAPを取りあげることになる。 また，同様に，是認された原則か
らの離脱は真実かつ公正でないという証拠となる。
ただし，裁判所は SSAPに拘束されるわけではなく， SSAPを無視した
計算書が真実かつ公正であると述べるかもしれない。しかし， SSAPに準拠
することが，真実かつ公正な概観の提供を強化することになる。
③真実かつ公正な概観は，取締役あるいは監査人の判断に依拠する部分が
あるので，その判断によって複数存在する可能性がある。
計算書に記載される情報は是認できる程度に正確かつ包括的でなければな
らないが，是認される内容またその達成方法の問題が存在す。それは，人に
3)拙稿「イギリスにおける真実かつ公正な概観について」 国際会計研究学会1991
年年報所収参照。ここでは， DavidFlint, A True and Fair View in Company 
Accounts, The Institute of Chartered Accountants of Scotland, Gee & Co 
(Publishers) Limited, London及びAccountingStandards Committee, "Legal 
Opinion on'True and Fair'," 1983, の2つの文献を中心にしている。
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よって，計算書が持つべき正確性と包括性は異なっており，真実かつ公正な
概観を提供するために採用される差異の余地が存在するからである。これに
よって，同一の事実について， 1つ以上の真実かつ公正な概観が存在する可
能性がある。
④真実かつ公正な概観は動的で弾力的な概念であって，経済あるいは社会
の変動等に柔軟に対処しうる動的で永続的な概念的基準である。
真実かつ公正な概観の方式は，社会，経済及び政治的な内容が刻々と変化
している現在にあっては，規制が会計処理等の変更の要求に遅れ，常に時代
遅れのものとなり，また，予想できないか規制できない状況が生じる場合が
あるので，一般原則と必要な規則のみを定め，社会，経済及び政治的な内容
の変化に対処しようとするものである。即ち，会計基準は時代に応じて変化
するが，真実かつ公正な概観という語句は不変で，その内容が変化するだけ
である。この意味で，真実かつ公正な概観は弾力的で永続的な概念である。
以上のように，イギリスの会計は， 主に， ASCが公表する標準会計実務
書（以下では，会計基準とする），会社法における付則（以下では，会社法の
会計規定），会社法上の真実かつ公正な概観によって規制されている。
3. Nobes=Parkerによる調査の概要
(1) 調査の基礎思考
彼らは，財務担当取締役に質問票を送付し，それに対する反応に従って，
実務上，イギリスの大会社がどのように「真実かつ公正な既観」の概念をそ
の財務諸表に適用しているかを調査しているものである。従って，前述した
真実かつ公正な概観の規範的アプローチ (normariveapproach)からの説明と
は対照的なアプローチである実証主義的アプローチを採用している％
4)規範的アプローチと実証主義的アプローチ(positiveapproach)の相違について
は， R.L. ヮッツ/J.L. ジマーマン著，須田一幸訳『実証理論としての会計学」
白桃書房， 平成3年, Ross L. Watts and Jerold L. Zimmerman, Positive 
Accounting theory, Prentice-Hall, 1986, 参照。実証理論では，会計理論の目的
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このアプローチは，株主及びその他の利用考に計算書が真実かつ公正な概
観を提供するように表示するために，会社の経営者にはどのような誘因が存
在するのかを問題とする。すべての会社は法に準拠することに興味を持って
いるだろうが，会社によっては法への準拠について違った解釈を行うかもし
れない5¥
株主の構成と経営者の行動との関係については，このアプローチの一種で
あるエジェンシー理論では，経営者の行動が会社の資本構造だけではなく株
式保有の構造とも関連づけうることを主張する6)。 この場合，①株式保有が
広範である上場された親会社と，②唯一の主要株主をもつ子会社とがその対
局をなす。前者の財務諸表は株主と投資分析家によって詳細にモニターされ
るが，これに対して，後者の財務諸表は，特にもし主たる株主が真実かつ公
正な要求のない国にあるなら，そのような一般的利害を生み出さないし，主
要な株主は，多くの場合それが要求するすべての情報を完全に入手できる。
この場合，もし親会社が財務諸表の唯一の利用者であるなら，そのような子
会社が法律の特別の規定及び会計基準に準拠すること以外の行動をとる誘因
は存在しないであろう。追加的な情報を提供することや特別の規制から離脱
することは，利用者の要求に役立たないだろうと考えられる。これらのよう
な仮説の検証は，質問票あるいはインタビューによってのみ可能であるとし
は会計実務を説明し予測することであり，規範論では，会計の目的は会計基準ある
いはディスクロージャー規制についての会計の規範を提供することであるという。
ただし，この規範論においては，まず目標を設定し，暗黙の内に実証理論を利用し
ていくつかの仮定を設定し．それに基づいて会計の規範論を演繹する。従って，こ
の規範論の弱点は，規範論者が利用した実証理論の予測能力が問題となり，予測が
不適切なら，規範は目的を達成できないことにある。
5)彼らは．これまでの文献の研究では，株主の構成及び会社の大きさの双方がこの
結びつきと関連しているとしている。彼らは．株主の構成の問題をこの調査で取
りあげ，会社の大きさの問題は後日取りあげるとしている。
6)エジェンシー理論におけるこの問題については，Jensenand Meckling, "Theory 
of the Firm ; Managerial Behaviour, Agency Costs and Ownership Structure," 
Journal of Financial Economics, 1976, 参照。
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て，以下の調査を行っている。
(2) 調査の概要
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彼らの調査は， TheTimes 1000, 1985/86に掲載された上位900社に限定
されている。この会社のリストでは，金融会社（銀行，保険会社，住宅金融
共済組合，投資トラスト，ユニット・トラスト等）及び不動産会社が除外さ
れている。多くのこれらの会社は，公表された財務情報に関連する別個の複
雑な規制に従っている。 また， The Times 1000 は非上場会社， 親会社
及び（おもに， 非イギリス会社の）子会社， 更に， 国営会社（たとえば，
British Rail)も含んでいる。ほとんどのこれらの会社は会社法に従ってい
ないが，遵守すべき法に「真実かつ公正」な要求を持っているかあるいはそ
の要求を自発的に是認しているかのいずれかである。また， リストの中の多
くは，近年，民営化されたかあるいは調査日に民営化される過程にあった会
社であった。
取締役の行動に関する意見を記入しない様式の予備的質問票が， 1986年の
はじめに， TheTimes 1000 (Times, 1985)の内の下位100社の財務担当取
締役に送付された。若干の改訂の後に， 1986年中ごろに，質問票が上位900
社に送付され，また，回答が得られなかった会社にもフォローアップ・レク
ーが送付された。その結果， 463社が回答してきたが，その構成は以下のよ
うになっている。
親会社
子会社
334(社）
112 
その他（すなわち，公的に所有されている） 一旦
合計 463 
また，彼らが送付した質問票は，以下の様式であった。
ICAEW調査研究のための財務担当取締役に対する質問票
回答者の氏名…………...……… 
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会社名・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
会社における回答者の地位……
質問票が作成された日付………
質問
1. 貴社の年次財務諸表が会社法の詳細な会計規定に準拠することを保証す
るために，あなたは何をしますか（例えば，チェックリストを利用する，
監査人に依存する，その他）。
2. 貴社の年次財務諸表が会計基準に準拠することを保証するために，あな
たは何をしますか。
3. 先のことに加えて，年次財務諸表が真実かつ公正な概槻を保証するため
に特別な処置をとりますか。もしそうなら，詳細を教えて下さい。 y/n 
詳細：
4. 1981年会社法によって導入された詳細な様式及び評価Jレールは，貴社が
年次財務諸表が真実かつ公正な概観を提供することを保証するために確立
した手続きを変更することになりましたか。もしそうなら，詳細を教えて
下さい。 y/n 
詳細：
5. 貴社は，以下のものへの準拠を保証するために，どの程度監査人に依存
していますか：
(a) 会社法の会計規定：
(b) 会計基準：
(c) 真実かつ公正な概観を提供するための要求：
完全に依存 部分的に依存
会社法の会計規定
会計基準
真実かつ公正な概掘
全くなし
真実かつ公正な概観の遵守状況（笹倉） (213)9 
6. 貴社の年次財務諸表が真実かつ公正かであるか否かを判断する際に，
「真実」であることと「公正」であることを区別しますか。もしそうなら，
その詳細を教えて下さい。
詳細：
y/n 
7.(a) 貴社は，もしこれが真実かつ公正な概観を提供するために必要である
なら，会計基準から進んで離脱しますか。
(b) 貴社は過去 5年内にそうしましたか。
(c) もし「イエス」なら，その年度及び詳細を提供して下さい。また，貴
社はそうすることが必要であったことを監査人に説得することができま
したか。 y/n 
8. 過去5年内に，貴社の監査人によってそうしないように説得されたにも
かかわらず，貴社は真実かつ公正な概観を提供するために会計基準から離
脱することを希望しましたか。 y/n 
9. (a) 貴社は，もしこれが真実かつ公正な概観を提供するために必要である
なら，会社法の会計規定から進んで離脱しますか。
(b) 貴社は過去 5年内にそうしましたか。
(c) もし「イエス」なら，その年度及び詳細を提供して下さい。また，貴
社はそうすることが必要であったことを監査人に説得することができま
したか。 y/n 
10. 過去 5年内に，貴社の監査人によってそうしないように説得されたにも
かかわらず，貴社は真実かつ公正な概観を提供するために会社法の会計規
定から離脱することを希望しましたか。 y/n 
1. 過去 5年内に，真実かつ公正な概観を提供するために，会社法の会計規
定及び会計基準によって要求されるものに追加する情報を提供しました
か。 y/n 
もし，そうなら一例を挙げて下さい。
12. 監査人は貴社から，取締役の意見において，毎年，計算書が真実かつ公
正な概銀を提供しているという陳述を要求しましたか。 y/n 
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13. もし貴社が真実かつ公正な概銀の提供についての貴社の経験に関する別
の情報を我々に提供する意思があるなら，できるなら例示によって，以下
に示して下さい。
以上が調査内容であるが，特に，調査票の項目について簡単な説明をして
おこう。前述したように，イギリスは，主に，会計基準，会社法の会計規定
及び会社法上の真実かつ公正な概銀によって会計が規制されることとなって
いるので，質問 1及び質問 2のように，貴社は，年次計算書が「会社法の」（質
問1の場合）あるいは「会計基準」（質問 2の場合） というような， 表現が
行われたのである。質問 3は，会社法における「真実かつ公正な概観」が最
優先の原則であることを前提に，それを行うためにどのような処置がとられ
るかを聞いている。次に，質問4は， 1981年会社法改正によって会社法への
会計規定の導入がもたらした影響を聞いている。
次に，質問 5は，計算書作成者の側からだけでなく，監査人の存在がどの
ような影響を及ぼしているのかを，会社法の会計規定，会計基準及び真実か
つ公正な概観のそれぞれの観点から聞いている。計算書を作成するのは会社
の経営者であるが，それを監査するのは監査人であり，経営者の行動にその
監査人の言動がどのような影響を及ぼすかを聞いたものである”。
質問 6は，真実なことは必ずしも公正ではないとして，しばしば「真実」
と「公正」とを区別する見解があるが，その見解が広く広まっているかを聞
いている8)0
質問 7は，真実かつ公正な概観を提供するための会計基準からの離脱の意
7) SSAPの趣旨説明書では，監査人として行動する会員に，専門職が会計基準を遵
守することについて，以下のように述べられている。
「重大な離脱については必ず開示させるだけではなく，その離脱に同意する場合
には，明示的にも，暗示的にも，その離脱を正当化することも監査人に課せられた
義務である」。 (ASC,1971, para. 5)) 
8)たとえば， ChastneyG., True and Fair View—History, Meaning and the 
Impact of the Forth Directive, ICAEW, 1975. 
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思及び事実があるかどうかを問い，更に，質問 8は，会計基準からの離脱を
監査人によって拒否された場合の経営者の行動を聞いている。質問 9及び10
は，会社法の詳細な会計規定からの離脱について，質問 7及び8と同様の質
問をしている。
質問11は，貸借対照表及び損益計算書が真実かつ公正な概観を提供すると
いう規定 (1985年会社法第228条第2項）を遵守するにための情報を提供し
ない場合には，その貸借対照表又は損益計算書もしくは計算書の付属明細書
において必要な追加的情報が提供されねばならないという規定（同第4項）
にもとづいて，追加的情報が提供された事実を聞いている。
質問12は，質問11に加えて，監査人がその意見において真実かつ公正な概
観が提供されているかどうかを述べるという規定 (236条）をおいているが，
取締役が年次計算書において，年次計算書が真実かつ公正な概観を提供する
ことを公式に述べなければならないという規定は存在しない。そのような状
況の下でも，会社から毎年，取締役の意見において，計算書が真実かつ公正
な概観を提供しているという陳述を監査人が要求することを期待している。
このような事実の存在を聞いている9)。
4. 調査からの結論
次に，調査結果及び彼らの導きだした結論を，私見をまじえながら紹介す
ることにしよう。
9)彼らは，この調査を行うにあたって，いくつかの欠点及び限定を指摘している。
それは，調査の非回答偏向 (non-responcebaias)の危険の問題及び調査の回答
及び関連するいくつかの問題である。特に後者については，①回答者の真の動機は
隠ぺいされているのではないか，③過去の意思決定は正当化されるであろう，⑧あ
る組織内で，特別の意思決定に誰が責任を持っているのかは不明確である，④回答
は現実の行動よりもむしろ兆候と考えられるだろうという問題である。もう一つの
限定は， Time 1000のランキングが金融及び不動産の会社を除外していることで
あり，それは，発見の一般化を多少修正することになるかもしれない，と彼らは述
べている。
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(1) 調査結果
ほとんどの事例において，彼らが検証しようと意図した親会社と子会社の
行動の相違を明らかにするために分離されている。
表1では，会社法の会計規定への準拠を保証するための特別のテクニック
を利用する会社の割合が提供されている。大多数の会社はチェックリストと
監査のアドバイスの双方を利用していることがわかる。
表1 会社法の会計規定への準拠のテクニック
回答者 チェックリスト
の利用
数％
監査人の利用
数％
レファレンスブック
の利用
数形
親会社 328 182 55 252 77 46 14 
子会社 112 49 44 93 83 14 13 
回答者合計 440 231 52 345 79 60 13 
注意：多くの会社は 1つ以上のテクニックを利用している。
表2から，会計基準への準拠のために，監査人を利用する割合が高いこと
がわかる。
表2 会計基準への準拠のテクニック
回答者 チェックリストの利用
数％
監査人の利用
数％
レファレンスブック
の利用・
数％
親会社 323 106 33 218 67 35 11 
子会社 110 30 27 88 80 11 10 
回答者合計 433 136 31 306 70 46 10 
注意：多くの会社は 1つ以上のテクニックを利用している。
表 3及び4は，取締役が監査人にどの程度依存しているかを示している。
会社法の会計規定，会計基準及び真実かつ公正な概観への準拠のために，監
査人のみに依存している会社は少数である。子会社については，特に，会計
基準と会社法の会計規定に完全に依存している。親会社及び子会社とも，大
多数の会社は，監査人にある程度依存している。先に述べたように，限定監
査報告書は，取締役が会社法の会計規定を遵守していないかあるいは真実か
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つ公正な概観を提供していないことを明らかにする主要な方法であるからで
あるから，経営者が監査人に依存することは可能性が高いと思われる。しか
しながら，親会社が子会社よりも一層監査人に依存していることには興味深
いが，これについて，彼らは，親会社の取締役が監査人を単に満足させるこ
とだけではなく，真実かつ公正な概観を提供する責任を感じていることを示
唆するのではないか，と説明している。
表3 準拠を保証するための（親会社による）監査人への依存
会社法 基準 真実かつ公正 真実＝公正＊
数形数形 数、彩 彩
完全 29 8 23 7 22 7 94 
部分的 257 78 256 78 253 72 83 
なし 42 13 49 15 70 21 77 
回答者合計 328 99 328 100 327 100 
＊この欄は参考のために設けられている。取締役が「真実」が「公正」と等しいと
信じているすべての回答者の割合を示している（それぞれの依存度について）。
表4 準拠を保証するための（子会社による）監査人への依存
会社法 基準 真実かつ公正
数 飴 数 % 数 形
完全 24 21 17 15 1 10 
部分的 80 71 86 77 76 68 
なし 8 7 ， 8 25 22 
回答者合計 112 99 112 100 112 100 
次に，表 5は，真実かつ公正な概観に関連する 4つの点に関して報告をし
ている。計算書が会計基準及び会社法の会計規定に準拠していることに取締
役が満足するなら，彼らは真実かつ公正な概観が存在すること以上の行動を
するだろうか。少数の会社（親会社48%,子会社34%)のみが，そうしてい
ると思われる。ほとんどの会社について，会社法の会計規定及び会計基準に
準拠することが， 「真実かつ公正な概観」を提供することを意味することを
示唆している。彼らは，この点について，回答者にどのような追加的な特別
の処置をとっているのか明らかにするように求めていたが，その回答をグル
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ープ化することが困難であり，ほとんどは，取締役，監査委員会あるいは外
部者による検査（財務諸表全般あるいは特別の項目のいずれかで）に言及し
ていた，と説明している。また，いくつかの会社は，表示及び形式を超える
実質の重要性を主張していた。また，かなり曖昧な回答もあり，自らの調査
結果が追加的な処置をとる会社の比率を過大評価していると，彼らは述べて
いる。これは，表5の第2欄の会社の80彩以上について「真実」が「公正」
と等しいという結果はこれと関連している。これは，｝レールに従うことで十
分であるという認識と合致すると思われる。さらに，少々前に戻ることにな
るが，表 3の最後の欄は，監査人に依存すればするほど，「真実」と「公正」
が類義語であるという確信が大きくなることを，示唆している。
表 5はまた，少数の会社（親会社の35%,子会社17彩，そして，全体の32
%)のみが，真実性と公正性を保証するために追加的な情報を開示したこと
を示している。加えて，大多数（親会社の48彩，子会社の 85彩，全体の 65
彩）の会社は作成した計算書が真実かつ公正であると陳述するように監査人
に要求されている。彼らは，会社がその監査人に大きく依存しているにもか
かわらず，真実かつ公正な概観を提供するための特別の処置をとらなかった
としても，監査人に追認を受けなければならないところに，矛盾の存在を指
摘している。
表5 真実かつ公正
回答者 追と加られ的たな処置 真の実信念＝公正 追の加開示的情報 取陳締述役の提が供
数 ％ 数 劣 数 彩 数 彩
親会社 320 157 48 264 81 115 35 187 58 
子会社 111 37 34 97 88 19 17 94 85 
回答者合計 431 190 43 361 83 134 32 281 65 
表6と7は，真実かつ公正な概観を提供するために，会計基準あるいは会
社法の会計規定から進んで離脱する会社及びそれを行った会社の比率を最初
に示しているが，法がその会計規定からの離脱を要求しているにもかかわら
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ず，親会社のわずか71%,そして子会社の55%のみが会社法の会計規定から
離脱するように作成されていることが注目されるべきである。この問題につ
いて，彼らは以下のように説明している。質問 No.9a (貴社は， もしこれ
が真実かつ公正な概観を提供するために必要であるなら，会社法の会計規定
から進んで離脱しますか）がかなり明確であり，その直後に，現実に離脱し
た事例を要求する設問が置かれていることから，ほとんどの場合，離脱のた
めの特別の状況が生じるような可能性があることを考えもしない取締役にと
っては，離脱の意思を明確に示せないであろう，と。
表6と7において示されたように，少数の会社が会計法の会計規定から離
脱している（会計基準からは全体で32%,会社法の会計規定からは全体で14
彩）。いずれの場合でも， 子会社はその割合が低い（会計基準からは24%,
会社法の会計規定からは4%)。 この表のもとになった質問 7及び9のそれ
ぞれの(c)の回答には，多くの会社が長期契約の仕掛品の評価の真実かつ公正
な概鍛を示すために，法の特別の要求から離脱したことを報告していた10)0 
表6と7の「監査人の同意」の欄は，監査人によって是認されてきた離脱
の割合を示している。子会社は，その監査人に同意しないと思われるが，事
例は非常に少ない。
表6 真実かつ公正を保証するための会社法の会計規定からの離脱
回答者 進んで 離脱 監査人の同意＊
数彩数劣 数彩
親会社 304 251 71 56 17 53 91 
子会社 103 57 55 5 4 4 80 
回答者合計 407 308 66 61 14 57 91 
注意：監査人の同意の欄は，離脱した会社の比率である（即ち，渭但脱」欄におけ
る会社の百分比）・11)。
10)この離脱は， SSAP9による要求が1984年会社法スケジュール4のパラ22に反す
るという見解を反映している。
11)若干の数値の間違いがあるようである。監査人の同意については，親会社は53+
56で95.%,回答者合計は57+61で93.%となる。
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表7 真実かつ公正を保証するための会計基準からの離脱
回答者 進んで 離脱 監査人の同意＊
数 9る数％数％
親会社 325 316 98 113 35 99 91 
子会社 111 95 89 27 24 19 79 
回答者合計 436 411 140 32 118 89 
注意：監査人の同意の欄は，離脱した会社のうちの比率である（即ち， 「離脱」欄
における会社の百分比）12¥ 
次に，表8からは，会社が法の会計規定あるいは会計基準から離脱するこ
とを意図したが，監査人の説得 (persuasion)によってそれが中止されてき
た事例が若干存在することがわかる。
表8 意図された離脱にいての監査人から取締役への説得
回答者 法に関する説得 基準に関する説得
数 ％数％
親会社
子会社
回答者合計
330 
111 
441 
???。 ? ?????
(2) 調査結果からの結論
調査に先立って，彼らは以下のようなテスト可能な形式で仮説を立ててい
たが，その仮説に従って彼らの結論を見ていくことにする13¥
12)若干の数値の間違いがあるようである。監査人の同意については，親会社は99+
113で88鍬子会社は19+27で709る，回答者合計は118+140で84%となる。
13)彼らは， 95形の信頼性を持って結果が信頼できるとする。そこでは，パラメトリ
ック統計 (parametricstatistics)及びノン・パラメトリック統計が利用された。
パラメトリック統計は分布型に依存した推定方法とも呼ばれ，母集団のバラメータ
の値が未知であるときに，回答者の標本だけに基づき，それらを推定したり．それ
らに対して仮説検定を行うものである。この方法の目的はその分布のパラメータの
値を推定することである。これに対して，ノン・パラメトリック統計は分布型に依
存しない推定方法とも呼ばれ，母集団の分布を特定化するほど十分な情報がなく，
また理論的にも分布型がはっきりしないにもかかわらず，標本の値から母集団の性
質について推定したり，仮説検定をするものである。 (P.スプレント著，加納悟
訳「ノンパラメトリック統計入門」啓明社，昭和60年， 2-13頁）
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仮説1: 財務担当取締役の50彩以上は，年次計算書が真実かつ公正な概観を
提供することを保証するために特別の行動をとっていない。
調査結果から，大多数の取締役が真実性と公正性を保証するために特別の
処置をとらないという仮説は是認されると思われる。特に，表5からは，特
別の処置をとらない会社が親会社について52彩，子会社について65彩ある。
仮説2: 財務担当取締役の50%以上は会社法の会計規定，基準及び真実かつ
公正な概観が従われていることを保証するために監査人に依存している。
表 1~4から，監査人に依存することがルールヘの準拠をチェックするた
めの最も重要なテクニックであることが考えられる。しかしながら，表3と
4は，「真実かつ公正」にほとんど依存していないことを報告している。故
に，財務担当取締役の50彩以上が監査人に依存するが，彼らは監査人のみに
依存していないという仮説を是認することが可能である。
仮説3: 取締役の50%以は，「真実」と「公正」 との区別を行っていない。
表5から，財務担当取締役の50彩以上が「真実」を「公正」と同一と考え
ているという仮説を是認することが認められる（親会社の81彩，子会社の88
彩）。しかし，注意すべきことは， 取締役がこの区別の必要な環境を認識で
きないということである，と言う人がいる。
仮説4: 取締役の50%以上は，特定の環境の下で，追加的な情報を提供する
かあるいは法の要求から離脱することについての自らの責任について，ぁ
いまいである。
表7から，会社は，真実かつ公正な概観を提供するために基準から離脱し
ていないことを示唆している（親会社については 2彩，そして子会社につい
ては 11彩）。更に， 表6は，いくつかの会社が会社法の会計規定から離脱し
ていないことを示唆している（親会社については29彩，そして子会社につい
ては45彩）。このことは， 大多数の取締役が自らの責任を誤解していると思
われる仮説を是認することを許さないが，誤解している人がいるという仮説
を許す。
仮説5: (国外あるいは国内に）親会社がある会社は一層監査人に依存し，
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ルールに準拠するという機械的な見解をとりやすい。
表1~7から，子会社が以下のようであると示唆している：
0会社法の会計規定に準拠するために監査人に完全に依存する可能性が高い。
0会計基準に準拠するために監査人に完全に依存する可能性が高い。
0真実かつ公正を保証するために監査人に完全に依存する可能性が高い。
o 「真実」を「公正」と同ーなものと見なす可能性が高い。
0真実かつ公正を保証するために特別の処置をとる可能性は低い。
0追加的な情報を提供する可能性は低い。
0会社法の会計規定及び会計基準から進んで離脱する可能性は低い。
0会社法の会計規定及び会計基準から離脱した可能性は低い。
0離脱について監査人に進んで同意する。
以上のことは，子会社が監査人に大きく依存し，会社法の会計規定及び会
計基準に機械的に準拠するとするという仮説を是認することが可能であるこ
とを示唆している。
仮説6: 監査人の50%以上は，毎年，取締役報告書 (directer'sopinion)にお
いて計算書が真実かつ公正な概観を提供するという陳述を会社に提供する
ように要求する。
表5から，大多数の会社（親会社の58%,子会社の85%)が，その監査人
によって，年次計算書が真実かつ公正な概観を提供しているという陳述を提
供するように要求されている。親会社と子会社との差異 (27%)は重要であ
る。
5. 結びに代えて
以上， イギリスの会計制度と Nobes=Parkerが行った調査結果を若千の
私見を交えながら概説してきた。彼らの調査では，ほとんどの会社が真実か
つ公正な概観を提供するための特別の行動をとらないこと，準拠の他のテク
ニックより監査人へ大きく依存していること， 「真実」と「公正」を区別し
ていないこと，自らの責任を誤解している取締役がいると思われること，子
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会社であって大きな会社が一層監査人に依存し， Jレールを適用するにあたっ
て機械的になると思われること，が指摘された。前述したように，彼らは実
証理論の立場から，特に，親会社と子会社の間の行動の相違を検証しようと
したものである。
以下，いくつかの気づいた点を指摘することによって，結びに代えること
とする。筆者にとって最も興味のあることは，真実かつ公正な概観を提供す
べきであるという要請が遵守されているかどうかである。彼らの調査結果を
手がかりとして判断すると，イギリスの会計制度上，真実かつ公正な概観が
最優先の命題であるにもかかわらずそれが遵守されていないことである。
ここで重要なことは，真実かつ公正な概観が有効に機能しているのか疑問
視されることである。真実かつ公正な概観が特にイギリスの会計で重視され
るのは，形式（会社法あるいは会計基準の文言）に準拠するあまり，その経
済的な実質が明らかにされないという会計処理が存在するからである。特に，
貸借対照表に計上されない資金調達方法であるオフ・バランスシート・ファ
イナンスがそれである14)。オフ・バランスシート・ファイナンスによって，
負債だけではなくそれに対応する資産も貸借対照表から消去され，その結果
として，総資産利益率等がより良く示されることになる。このような，法あ
るいは会計基準の精神から逃れるための種々のテクニックを，真実かつ公正
な概観の提供を要請することによって回避しようとする主張があるが，彼ら
の調査はこの主張に反するものであるといえるだろう。この点については，
14)オフ・バランスシート・ファイナンスの一例として，販売代理店と製造会社の間
の商品の委託販売の例があげられる。販売代理店は製造会社から商品を取け取り
（その商品の所有権は製造会社にある），その購入代金を販売後に支払うこととす
ると，販売代理店はその商品だけでなく商品仕入のために必要だったはずの借入れ
も貸借対照表に計上しない。これによって，販売代理店にとっては財務内容が良好
となり，一層の借入れが可能となる。この取引は，実質的には販売代理店に対する
製造会社の資金融資と考えられる。その経済的な実質，即ち商品と借入れの双方が
貸借対照表に計上されるべきである。なお．オフ・バランスシート・ファイナンス
については， Tweedie,D. P. and J. Kellas, "Off-Balance Sheet Financing," 
Accountancy, April 1987参照。
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後日，あらためてとりあげる予定である。
次に，彼らの調査が1986年であることから，若干の考慮が必要であろう。
というのは，その後， 1989年に会社法改正によって会計の諸規定が変更され
たからである。 1989年会社法は，会社の計算書は会社法付則第 1(1985年会
社法の付則第4に相当する）の要件を遵守して作成されなければならないが，
それに優先して，計算書は真実かつ公正な概銀を提供しなければならず，計
算書が真実かつ公正な概観を提供しない場合には，脚注において必要な追加
的な情報が提供されなければならない，としている。また追加的な情報が提
供されている場合でも，計算書が真実かつ公正な概観を提供しない場合には，
会社法の規定から離脱しなければならず，その離脱の明細，理由及び影響が
付属明細書に記載されなければならない，と規定している (1989年会社法第
226条）。
更に， 1989年会社法では，新しい規定として，計算書に疵瑕があることに
取締役が気づいた場合はこれを改訂することができ（第245条），国務大臣は，
計算書が会社法に準拠しているかどうかについて疑義がある場合，会社に通
告することによって，会社から説明又は計算書の改訂を求めることができる
ことしした（第245A条）。 さらに， 瑕疵のある計算書の改訂を求める訴訟
を提起する権限を所管大臣又は所管大臣が適当と認める者に付与している
（第245B条）。加えて， 1989年会社法は，監査人の監査報告書においても，
1985年法より明確に，報告書には真実かつ公正な概観が提供されているかど
うかにかんする意見を示さねばならないことを規定している（第235条）。
重ねて，会社法でいう「会計基準」の設定・施行について新しい規制が行
われた。そこでは，会計基準を公表する団体，会計基準を指揮・監督する団
体，会計基準や会社法の会計規定からの離脱を調査し，これを遵守させるた
めに必要な措置をとる団体，のそれぞれを認可する権限が所管大臣に付与さ
れた（第256条第 3項）。会計基準を公表する団体は会計基準審議会 (Acco-
unting Standards Board, ASB), 会計基準を指揮・監督する団体は財務報告
審議会 (FinancialReporting Council, FRC), 会計基準や会社法の会社法の
真実かつ公正な概観の遵守状況（笹倉） (215)21 
会計規定からの離脱を調査し，これを遵守させるために必要な措置をとる団
体は会計基準違反審査会 (ReviewPanel, RP)として，既にその活動が開始
されている。特に，注目すべきは最後の会計基準違反審査会で，これは，前
述した計算書の改訂の規定に加えて，会計基準からの違反のみならず，会社
の計算書が真実かつ公正な概観を提供しているかどうかについての判断が示
されると期待される。以上のことから，彼らの調査時点以降の会社法の改正
で，イギリスの会計制度の最優先の命題である真実かつ公正な概観が提供さ
れる前提条件が一層整備されたと言えるだろう。
（本稿は平成三年度関西大学商学部共同研究費の助成を受けた研究成果の
一部である。）
